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第１部 健康・医療分野（原案） 
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第１章 健康・医療分野の基本理念等 

１ 基本理念 

健康は，すべての市民が共に支え合いながら希望や生きがいを持ち，心豊かに自分

らしい生活を続けるために，最も優先されるものです。 

 近年，人々のライフスタイルも多様化し，物質的な豊かさを求める時代から，心の

豊かさやゆとり・活力を求める時代へと大きく転換し，心身ともに健康づくりを強く

意識した生活がますます重要視されてきています。 

 しかしながら，高齢化の進展に伴い，現状のまま推移すると平成 37 年（2025

年）には，要介護認定者数は平成２５年（2013 年）の 1.8 倍，認知症高齢者数は

同年の 1.9 倍に増加すると予測されています。平均寿命の延伸以上に健康寿命を延

ばしていくことは，個人の生活の質の低下を防止するとともに，社会的負担を軽減す

る上でも重要です。 

 このため，高齢期を迎える前の現役世代からの健康づくりの取組みを重点的に実施

するなど，生涯にわたる健康づくりを総合的に推進していく必要があります。 

 また，人の生命・身体に関わる医療・保健衛生等の分野は，市民の健康維持に大き

な役割を果たすことから，誰もが必要なときに安心して医療や介護が受けられるよう

な環境づくりを進めるとともに，感染症や食中毒等から市民を守り，より健康で安全

な暮らしの実現を進める必要があります。 

このような観点から，健康・医療分野の計画では，以下の理念を掲げます。 

 

超高齢社会を迎えるにあたって，すべての市民が早い段階から積極的に健康づく

りに取り組み，健康寿命の延伸を図るとともに，家庭や地域で自分らしい生活を安心

して送ることができる社会，及び子どもから高齢者までが健康で安全・安心な暮らし

を享受できる社会の形成を目指します。 
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○計画の位置づけ 

 本分野は，本市の健康・医療施策全般にわたる方向性及び取組みを示すもので，健

康増進法に基づく「健康日本 21 福岡市計画」や，食育基本法に基づく「福岡市食育

推進計画」は，本分野に示した内容と整合性・一体性を保ちながら推進するものです。 

 その他，他計画との関係につきましては，第１編序論第１部第３章における各計画

との相関関係のとおりです。 
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２ 基本目標 

(1) 健康づくりの推進 

乳幼児期，学齢期，成人期，壮年期，高齢期それぞれのライフステージに応じ

た健康づくりに取り組み，特に高齢期を迎える前の 50 歳から 60 歳代の早い段

階から，科学的根拠にも基づく認知症予防など，介護予防の取組みを進めます。 

また，市民が子どもの頃から健康づくりに関心を持ち，積極的に取り組めるよ

う環境整備を進めるとともに，気軽に参加できる健康づくり支援の仕組みづくり

を進めます。 

 

(2) 医療環境の整備 

高齢者が医療や介護が必要な状態になっても，住み慣れた地域で自分らしい暮

らしが続けられるよう，在宅医療と介護が連携した体制づくりを行います。 

また，休日・夜間を含め，市民に良質で安全な医療が提供されるよう体制を整

備するとともに，高度な医療の提供体制や，外国人も安心して医療機関を受診で

きる環境を整備します。 

 

(3) 健康で安全な暮らしの確保 

日頃から感染症等の正しい知識の普及啓発や，発生状況を把握するとともに，

万一，市民に影響が及ぶような緊急事態と判断される感染症等の発生が確認され

た場合は，適切な初動対応を実践し，市民への被害を最小限にとどめます。 

また，市民が危険ドラッグなどの害悪に巻き込まれないような社会を推進する

とともに，薬物等の依存症に関する相談・支援事業を充実します。 

さらに，食の安全安心や衛生的な生活環境の確保により，市民の健康で快適な

生活を実現するとともに，人と動物がともに健やかに暮らすことができる社会を

目指します。 
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３ 施策体系 

 

〈推進施策〉 

基本目標 施   策 

【目標１】 

健康づくりの推進 

 

(1-1) 超高齢社会に対応する健康づくりの推進 

(1-2) 生活習慣病対策・重症化予防対策の推進 

(1-3) 女性の健康づくりの推進 

(1-4) 次世代の健康づくりの推進 

(1-5) 心の健康づくりの推進 

(1-6) 地域や職場などでの健康づくりの推進 

(1-7) 健康づくり支援の仕組みと環境づくり 

【目標２】 

医療環境の整備 

 

(2-1) 在宅医療・介護連携の推進 

(2-2) 認知症医療提供体制の整備 

(2-3) 難病対策の推進 

(2-4) 急患・災害時医療体制の充実 

(2-5) 市立病院等の充実 

(2-6) 医療安全等対策の推進 

(2-7) 医療の国際化の推進 

【目標３】 

健康で安全な暮らしの確保 

 

 

(3-1) 感染症対策の推進 

(3-2) 薬物乱用及び薬物等の依存症対策の推進 

(3-3) 食の安全安心の確保 

(3-4) 環境衛生の推進 

(3-5) 動物の愛護・適正飼育の推進 
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第２章 施策各論 

 

１【基本目標１】健康づくりの推進 

〈現状と課題〉 

(1) 超高齢社会に対応する健康づくり 

○ 高齢化の進展に伴い，疾病構造は大きく変化しました。現在，悪性新生物（が

ん），心疾患，脳血管疾患といった生活習慣病が増加し，主要な死因となって

います。 

○ 認知症高齢者の数は，平成 25 年（2013 年）現在で約２万９千人ですが，

平成 37 年（2025 年）には約５万５千人（1.9 倍）になると予測されていま

す。（※福岡市の認知症高齢者数の推移は総論 P12 の図表７を参照） 

健康づくりは一人ひとりの主体的な取組みが基本となりますが，個人の努力

だけでは困難な場合も少なくありません。行政をはじめ企業，大学，ＮＰＯ，

市民団体，医療機関等が連携し，社会全体で健康づくりを支援していくことが

重要です。 
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【図表 1－1】平成 22 年度年齢調整死亡率（男性） 

 

 

 

 

【図表 1－2】平成 22 年度年齢調整死亡率（女性） 

 

 

  

資料）平成２２年度人口動態特殊報告データ 

（注）資料は１０万人あたりの人数 

資料）平成２２年度人口動態特殊報告データ 

（注）資料は１０万人あたりの人数 
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悪性新生物

10.5% 循環器系の疾患

8.1%

高血圧性の疾患

6.2%
脳血管疾患

7.4%

糖尿病

3.6%

その他

64.2%

(2) 生活習慣病対策・重症化予防対策 

① 医療費の約４割を占める生活習慣病 

○ 国民健康保険及び後期高齢者医療費の約 4 割を悪性新生物（がん），心疾

患，高血圧，糖尿病などの生活習慣病関連が占めています。 

○ 生活習慣病は，要介護状態となった原因の中でも最も高い割合（３割弱）

を占めており，これは長い間，運動不足や偏った食生活，喫煙など不健康な

生活を続けることによってもたらされます。 

特に男性は要介護状態となった原因として生活習慣病による割合が 4 割強

と高くなっており，中でも退職後は，職場での健診や保健指導の機会を失う

ため，この年代の健康づくりが重要となっています。 

○ 内臓脂肪の蓄積による血糖値や血圧，脂質の値が悪化して起きるメタボリ

ックシンドローム（※）は，生活習慣病が発症するリスクが高い状態にある

ため，できるだけ早く生活習慣病予防に取り組むことが必要です。 

 

【図表 3】福岡市医療費の内訳（国民健康保険及び後期高齢者医療費のみ）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）平成 24 年 5 月分医療費（福岡市保健福祉局） 

（注）調剤費及び歯科診療医療費（後期高齢者）含まず 

※メタボリックシンドローム 

 腹囲に脂肪がつく内臓脂肪型肥満に加えて，「高血糖」「高血圧」「糖質異常」の危険因子のうちいずれか

２つ以上を併せ持った状態のこと。これらの危険因子は１つだけでも動脈硬化を招くが，複数の因子が重な

ることによって互いに影響しあい，動脈硬化が急速に進行する。「メタボリック」は「代謝」の意。  
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  【図表 4】要介護状態になった原因 

 

 

 

 

② がん患者の状況 

○ 国の推計では，生涯のうちに約 2 人に 1 人が，がんに罹患するとされてお

り，死亡原因の第 1 位となっています。 

○ 高齢化に伴うがん患者の増加が見込まれる中，今後，がん患者やがん患者

会への支援が重要となっています。 

 

(3) 女性の健康づくり 

○ 福岡市は，20 歳以上のどの年代においても女性の数が男性の数を上回って

いるという特徴があります。高齢者人口を男女別でみると，女性人口は男性人

口の約 1.5 倍（平成 26 年 12 月末現在）となっており，また，平均寿命が男

性より長いため，年齢が高くなるほど女性の割合が高くなっており，今後ます

ます増加が予測されています。 

○ 男女ともに，いつまでも元気で輝いた生活を送るためには，健康であること

は欠かせませんが，特に女性は，妊娠・出産などによるホルモンバランスの変

化もあり，年齢やライフステージに合わせた健康づくりを心掛けることが必要

です。 

○ 女性はもともと男性に比べて骨量が少ないことや，閉経による女性ホルモン

の減少などの影響もあり，骨粗しょう症になりやすく，転倒による骨折や腰痛

資料）平成 25 年度高齢者実態調査 
（注）全体（N=5,291）には男女の別が不明な回答も含むため，男女の合計値とは合わない。 
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症なども含めて，ロコモティブシンドローム（運動器症候群）(※)により介護

状態になる割合が高くなっています。 

○ 女性の要介護認定率を見てみると，男性の約 1.7 倍と高く，女性の要介護 

認定数は男性の 2.5 倍（平成 26 年 12 月末現在）となっており，今後，ます

ます増加することが予測されています。 

○ 特に女性の要介護状態になった原因の約３割がロコモティブシンドローム

であることから，予防に向けて，できるだけ若い頃から，ライフステージに応

じ，適切な運動・栄養・休養などの生活習慣の実践に取り組むことが必要です。 

   

 【図表 5】要介護認定者数（要介護３～５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）福岡市保健福祉局（平成 26 年 12 月末現在） 

※ロコモティブシンドローム 

 運動器症候群。骨，関節，筋肉などの運動器の衰えによって生じる転倒骨折，腰痛症，関節疾患，骨粗し

ょう症などの症状のこと。 
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人　口 認定率

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 合計(a) （b） （a/b）

65-69歳 289 220 238 267 166 121 138 1,439 39,647 3.6%

70-74歳 447 284 397 422 250 200 184 2,184 29,440 7.4%

75-79歳 635 386 593 546 358 286 247 3,051 21,712 14.1%

80-84歳 936 473 830 653 440 336 296 3,964 14,863 26.7%

85-89歳 827 439 713 593 415 364 228 3,579 7,612 47.0%

90歳以上 308 215 412 366 299 254 175 2,029 2,912 69.7%

合　計 3,534 2,127 3,286 2,994 2,021 1,628 1,356 16,946 116,186 14.6%

65-69歳 337 280 232 163 122 100 113 1,347 45,066 3.0%

70-74歳 866 547 493 381 223 196 190 2,896 37,939 7.6%

75-79歳 1,831 991 1,046 749 449 444 376 5,886 31,280 18.8%

80-84歳 2,714 1,474 1,949 1,369 870 819 703 9,898 25,091 39.4%

85-89歳 2,045 1,380 2,278 1,697 1,227 1,102 991 10,720 17,101 62.7%

90歳以上 805 736 1,602 1,664 1,520 1,560 1,447 9,334 11,263 82.9%

合　計 8,689 5,519 7,726 6,148 4,473 4,274 3,904 40,733 167,740 24.3%

12,223 7,646 11,012 9,142 6,494 5,902 5,260 57,679 283,926 20.3%

要　介　護　認　定　者　数

男

女

合　計

性別 年齢区分

【図表 6】要介護認定率（年齢別・男女別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 7】人口ピラミッドの変化 

 

 

 

 

資料）福岡市の将来人口推計（平成 24 年 3 月） 

資料）福岡市保健福祉局（平成 26 年 3 月） 
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(4) 次世代の健康づくり 

○ 子どもたちは，一人ひとりがこれからの社会を支え創造する大切な存在です。 

近年，子どもを取り巻く社会環境が変化している中，乳幼児期・学齢期

などに，基本的な生活習慣を身につけさせ，心とからだの健康づくりを推

進していく必要があります。 

この時期の健康づくりは，家庭を中心に，学校・保育所・幼稚園等が重

要な役割を担っており，行政，家庭や地域，学校等が連携しながら，次世

代を担う子どもたちをしっかり育んでいくことが重要です。 

 

(5) 心の健康づくり 

○ 近年増加傾向にあるうつ病は，多くの人がかかる可能性がある病気であり，

心の健康づくりの取組みが重要です。 

○ 自殺者数は減少傾向にあるものの，死亡原因としては上位に位置しており，

引き続き自殺対策の取組みが必要です。 

 

(6) 地域や職場などでの健康づくり 

① 地域での健康づくり 

○ 地域では，校区担当制により活動している保健師が支援を行い，校区健康

づくり実行委員会や衛生連合会，自治協議会などを中心に健康づくりの取組

みを実施しています。 

 地域における住民の自主的な健康づくり活動の浸透を図るため，今後も地

域の健康課題に応じた支援を積極的に行っていく必要があります。 

 

② 小規模事業所での健康づくり 

○ 福岡市の産業構造別の就業者数をみると，第 3 次産業に従事する人が全体 

の 85%を占め，そのうち 6 割にあたる人が従業員数 50 人未満の小規模事

業所で働いています。小規模事業者や商店街で働く人々は，福利厚生面など

において大企業で働く人々より健康づくりの取組みが難しいと思われます。 

これらの人々が引退後，地域でいきいきと活躍するためには，若い頃から

の健康づくりが大切です。 
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【図表 8】福岡市の産業別就業者数 

  

 

 

 

 

 

 

〈施策の方向性〉 

健康日本 21 福岡市計画等に基づき，食事，運動，喫煙，歯・口腔などの生活習

慣の改善によって，市民の健康寿命の延伸を図るとともに，家庭・職場など，暮ら

しやライフスタイルの違いによって生じる健康づくりの差に配慮した取組みや，乳

幼児期，学齢期，成人期，壮年期，高齢期それぞれのライフステージに応じた健康

づくり，うつ病等の心の健康づくりなどに取り組みます。 

  特に認知症や介護予防を重点に，主に以下の施策に取り組みます。 
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資料）平成２２年度国勢調査 
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施策 1－1 超高齢社会に対応する健康づくりの推進 

 

○ 住民主体で参加しやすく，地域に根差した健康づくりや介護予防を推進し，その

普及・啓発や高齢者の健康の保持増進を図ります。 

○ 高齢者の身近なところで介護予防に取り組む自主グループの支援や，高齢者一人

ひとりの健康づくりの取組みなどを応援するインセンティブ制度の検討などを行

います。 

○ 特に生活習慣の改善から始める認知症やロコモティブシンドロームの予防に関

する取組みを，市・区・校区で体系化し，推進の強化を図るとともに，大学等と連

携し，運動や栄養などの保健指導等による予防効果等を分析し，その結果を活用す

るなど，高齢期を迎える前からの効果的な取組みについて検討し，推進していきま

す。 

○ 認知症については，予防からケア（支援）まで切れ目なく取り組む必要があるた

め，認知症の人や介護する人への支援については高齢者分野計画の「基本目標３ 認

知症対策の推進」に記載します。 

 

【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

介護予防教室 

（65 歳からの健康づくり教室） 

自宅でできる内容を中心とした運動，認知症予防などの講話，口腔体操など

各健康づくりプログラムを開催。教室終了以後は，健康づくりに取り組む市

民を増やすため，自主グループとして活動できるよう支援を実施。 

生き活きシニア健康福岡２１ 保健師などが，地域で健康づくりや介護予防をテーマとした出張講座を実施

する「生き活き講座」及び「認知症予防教室」などを開催。 

健康教育・健康相談 生活習慣病予防や健康増進に関する知識普及のため，保健福祉センター・公

民館・集会所等での健康教育や健康相談 

 

  ※認知症への取組みについては，高齢者分野の施策３－１～３－３を参照 

  ※介護予防については，高齢者分野の施策４－１を参照 
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施策 1－2 生活習慣病対策・重症化予防対策の推進 

 

○ メタボリックシンドロームに着目した生活習慣病の早期発見のため，保健福祉セ

ンターや医療機関などで実施する特定健診・特定保健指導や各種がん検診等を受診

しやすい環境の整備を進めていきます。特に退職後の男性に対し，健診や健康づく

りに取り組めるよう啓発を進めます。 

○ 生活習慣病対策を進めるにあたっては，保健福祉センターや福岡市健康づくりサ

ポートセンターを中心に，予防に取り組んでいきます。特に，サポートセンターで

は糖尿病をはじめとする生活習慣病の重症化予防を推進します。 

○ 口腔保健支援センターを核に，歯科口腔保健事業を総合的，効果的に推進します。 

○ 禁煙・受動喫煙防止対策を進めるため，「福岡市たばこ行動指針」の改定を行い，

たばこがもたらす健康被害についての啓発，禁煙を希望する人へのサポートなどに

積極的に取り組みます。 

○ 今後，高齢化に伴い，がん患者の増加も見込まれるため，がん患者，そのご家族

及びがん患者会への支援についても検討を行います。 

 

【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

特定健診・特定保健指導 

（よかドック） 

40～74 歳の福岡市国民健康保険被保険者を対象とした生活習慣病予防のた

めの健診，その結果に応じた適切な情報提供及び特定保健指導 

がん検診 胃がん，大腸がん，肺がん，子宮頸がん，乳がんなどの各種がん検診 

健康教育・健康相談 

【再掲】 

生活習慣病予防や健康増進に関する知識普及のため，保健福祉センター・公

民館・集会所等での健康教育や健康相談 

糖尿病予防支援システム 福岡市健康づくりサポートセンターを中心に糖尿病予備群または患者に対

する保健指導，治療中断防止等 

歯科節目健診（歯周疾患検診） 35,40,50,60,70 歳の市民を対象にした歯周疾患検診 

福岡市たばこ行動指針の改定 たばこについて社会全体で取り組む行動指針である「福岡市たばこ行動指

針」を改定 
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施策 1－3 女性の健康づくりの推進 

 

○ 保健福祉センター等で実施する各種健診の場の活用，企業や民間事業所等との連

携により，ライフステージに応じた女性の健康づくりを推進します。 

○ 若い女性の低体重（やせ）や喫煙，妊娠中の飲酒などは，本人の健康への影響だ

けでなく，妊娠・出産など，子どもの健康面への影響が大きいため，若い頃から，

基本的な生活習慣を身に付けることができるよう，取組みを進めていきます。 

○ 女性の骨粗しょう症検査の受診促進やロコモティブシンドロームの啓発など，要

介護状態にならないための取組みを進めていきます。 

 

【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

若い世代の料理教室 食事の大切さや料理の楽しさを体験できる料理教室 

女性の健康相談 女性特有の健康問題に対する個別相談 

骨粗しょう症検査 骨粗しょう症検査，及び「要指導」と判定された人に食生活等を指導 

 

 

施策 1－4 次世代の健康づくりの推進 

 

○ 保健福祉センターや地域団体，保育所・幼稚園，学校など関係機関と家庭が連携

して，基本的な生活習慣の定着を図り，次世代を担う子どもが，自立し健康に生き

る力を育むことができるよう，心とからだの健康づくりを推進します。 

○ 育児を行う親の健康づくりを支援する環境づくりにも取り組みます。 

 

【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

乳幼児健康診査 ４か月児，１０か月児，１歳６か月児，３歳児を対象にした健康診査 

母子保健訪問指導 保健師や母子訪問指導員による妊娠・出産や育児に関する保健訪問指導 

食育推進事業 子どもの健全な食習慣の形成等のため，保健福祉センター等での離乳食教室

や子の料理教室等 

各学校における体力向上の取

組み 

各学校の児童生徒の体力の実態と課題を把握し，各学校の実態に応じた体力

向上の取組み 
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施策 1－5 心の健康づくりの推進 

 

○ メンタルヘルスや休養・睡眠に関する正しい知識の普及啓発に努め，心の健康づ

くりを推進します。 

○ 心の病気の正しい理解と早期発見・早期治療の啓発を行うとともに，精神障がい

のある人や心の病のためにひきこもっている人などが，地域で安心して生活できる

ように，本人や家族等への相談支援体制の充実を図ります。 

○ 自殺予防対策については，社会全体で取り組むべき課題であり，「福岡市自殺対

策総合計画」に基づき，ゲートキーパー（非専門家の支援者）養成や自殺未遂者へ

の支援など，自殺対策を総合的に推進します。 

 

【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

精神保健相談・訪問指導事業 心の健康相談，訪問指導，講演会や啓発イベント等 

自殺予防対策事業 うつ予防教室，ゲートキーパー養成講座，自殺予防キャンペーン，自殺予防

情報センター事業等自殺対策 

ボランティア活動支援等事業 ボランティア講座，精神保健家族講座等 

アルコール保健対策 アルコール関連問題に関する知識の普及啓発，適正飲酒指導，アルコール依

存症等の相談 

 

 

施策 1－6 地域や職場などでの健康づくりの推進 

 

○ 地域の特性に合わせ，健康づくり講座や運動・栄養・休養等のプログラムを提供

する事業を実施します。実施にあたっては，校区担当制による保健師活動を中心に，

地域組織や自主グループなど，住民と行政の共働による住民主体の健康づくりを推

進します。 

○ 市全体での健康づくりの機運を醸成するため，職場での健康づくりや健康食など

の商品開発，健康づくりに関する地域貢献などについて積極的に取り組む企業や団

体を増やすための取組みを検討します。 

 

【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

健康教育・健康相談 

【再掲】 

生活習慣病予防や健康増進に関する知識普及のため，保健福祉センター・公

民館・集会所等での健康教育や健康相談 

衛生連合会の活動支援 地域で健康づくりを進める衛生連合会の活動支援 

食生活改善推進員協議会の活

動支援 

地域で食育分野の健康づくり活動を行う食生活改善推進員協議会の支援 

健康日本２１福岡市計画推進

会議の開催 

企業，大学，民間団体，行政，医療関係者など，健康づくりに関する多様な

団体から組織された会議 
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施策 1－7 健康づくり支援の仕組みと環境づくり 

 

○ 市民が健康づくりに関心を持ち，気軽に取り組むことができるよう，様々な健康

づくり支援の仕組みづくりに積極的にチャレンジします。 

主な事業として，健診受診や健康イベントへの参加，ウォーキング等の健康活動

をポイント化し，市民に還元する事業や，教室参加型ではなく，市民がいつでもど

こでも好きなときに参加できる通信型健康づくり事業などを推進します。 

○ 公園への健康遊具の設置，歩道のフラット化などユニバーサルデザインに基づい

た道路整備，歩道の設置や路側のカラー化などによる歩車分離など，高齢者や障が

いのある人をはじめ，だれもが安心して外出しやすい，また，健診や健康づくりに

取り組みやすい環境づくりを進めます。 

○ 健康づくりに関する種々のデータ把握と，その分析など科学的根拠に基づく効果

的な施策展開のための仕組みづくりを進めます。 

 

【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

健康づくりポイント事業の実

施（ふくおか健康マイレージ） 

ウォーキングなどの毎日の健康づくりや健診受診，イベント参加などの活動

をポイント化し，市民にインセンティブを付与する事業 

健康づくり・スポーツサイトに

よる情報発信 

健康づくり情報を集約化したホームページを運営 

シンク・ヘルス・プロジェクト 10 月の健康づくり月間における企業等と連携した健康づくり関連事業，広報

展開 

健康づくりイベントの開催 だれもが安心して参加・交流できる健康づくりイベント「健康フェア」や「健

康づくりフェスタふくおか」等 

魅力的な活動の場づくり 歩道のフラット化や歩車分離など，市民が安心して気軽に運動できる環境整

備 

 

  ※インセンティブ制度ついては，高齢者分野の施策１－１，２－３を参照 

  ※バリアフリーについては，地域分野の施策５－４，高齢者分野の施策２－１，２－２， 

障がい者分野の施策２－５を参照 
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２【基本目標２】医療環境の整備 

〈現状と課題〉 

(1) 在宅医療・介護連携 

○ 高齢化が急速に進む中で，高齢者が医療と介護が必要になっても，住み慣れ

た地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう，在宅医

療と介護が一体的に切れ目なく提供される体制づくりが求められています。 

○ 現在，市内で亡くなる方のうち，８割以上の方が病院で，約１割の方が自宅

で亡くなっていますが，平成 26 年版高齢社会白書によると，55 歳以上の方

の 54.6％が自宅で最期を迎えたいと望んでいます。 

○ 今後，団塊の世代が，75 歳以上の後期高齢者となり，医療と介護が必要  

となる割合が急増する平成 37 年（2025 年）に向けて，地域の医療・介護関

係機関と協力して，在宅医療・介護が連携した体制づくりを行う必要がありま

す。 

 

【図表 9】平成 25 年福岡市における死亡場所別にみた構成割合（Ｎ＝10,849） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 10】最期を迎えたい場所 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）平成 25 年度福岡市保健統計年報 

資料）平成 26 年版高齢社会白書 
（注）対象：全国 55 歳以上の男女 



19 
 

(2) 認知症医療提供体制 

  ○ 高齢化の進展に伴い認知症の人増加が見込まれており，厚生労働省の報告に

よると，平成 37 年には，65 歳以上の高齢者に対する割合は，5 人に 1 人に

なると予測されています。 

  ○ 認知症の人が住み慣れた地域で生活できるよう，認知症の状態に応じた適

時・適切な医療を受けられる体制が必要です。 

 

(3) 難病患者の療養支援等 

○ 国の難病対策においては，昭和 47 年に「難病対策要綱」が策定されて以来，

42 年ぶりに対策を見直し，平成 26 年５月に「難病の患者に対する医療等に

関する法律」が公布され，平成 27 年１月に施行されました。 

 本市においても，これまでも実施してきた訪問相談事業や福祉サービスなど

に加え，同法に基づき，地域で生活する難病患者が安心して療養できるよう，

公平かつ安定的な医療費助成を行うとともに，関係機関とのネットワークによ

る，医療・生活・就労等の支援ニーズに対応した適切なサービス提供が求めら

れます。 

○ 医療依存度の高い在宅難病療養者に関して，在宅療養体制の整備及び平常時

からの災害対策の検討が必要です。 

 

【図表 11】福岡市の難病関係医療受給者数の推移 

 

 
                 （注）平成２５年度までは５６疾病，平成２６年度は１１０疾病 
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 (4) 急患・災害時医療体制 

○ 市立急患診療所の患者の増加，中でも小児科の患者が増加していることに伴

い，待ち時間が長時間化しており，患者の待ち時間対策について検討が必要で

す。特に，風邪やインフルエンザが流行する患者急増期は体制を増強して対応

を図っていますが，さらなる診療体制の強化，及び市民に向けた救急医療に関

する広報・啓発を強化する必要があります。 

○ 災害時における医療を確保するため，福岡市医師会や福岡県等の関係機関と

の連携強化が必要です。 

 

 

【図表 12】急患診療センター小児科，急患診療所小児科の患者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）平成 24 年 1 月より，急患診療センター小児科では，受診対象年齢を「15 歳まで」から「12 歳まで」に変更 
（注）棒グラフ上部のゴシックの数字は，急患診療センターの患者数と急患診療所の患者数の合計 
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(5) 市立病院等 

○ 福岡市立こども病院においては，小児医療及び周産期医療の提供を行ってい

ます。 

 福岡市民病院においては，高度救急医療の提供及び感染症対策，災害発生時

の緊急対応等を行っています。 

 両病院ともに，地方独立行政法人制度の特徴である自律性，自主性を最大限

に発揮し，医療を取り巻く環境の変化に迅速かつ柔軟に対応しつつ，効率的な

病院経営を行っています。 

今後も，健全な病院経営のもと，引き続き，地域の医療機関等との機能分担

や連携を図るとともに，高度専門医療，救急医療等を提供し，地域における医

療水準の向上，市民等の健康の維持及び増進に寄与していくことが必要です。 

 

【図表 13】福岡市立こども病院 居住地別外来・入院患者構成比（平成 26 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【福岡市民病院 救急診療棟】 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 島しょ診療所については，島民のかかりつけ医となり，家族の病歴・健康状

態・薬のアレルギーの有無，日頃の生活環境などを把握し，より適切な治療や

アドバイスが行えるため，島民にとっては貴重な医療施設となっています。こ

のため，できるだけ医師を固定化し，継続的な医療の提供が必要です。 

建物概要 

１階 救急処置室，感染症専用診察室，ＭＲＩ  

２階 講堂（非常時は仮設病床 ５０床） 

３階 第２医局，更衣室等 

４階 感染症病棟（４床） 
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6.8%

城 南 区

3.3%
早 良 区

11.2%
西 区

11.9%

福岡都市圏

23.4%

福岡都市圏外

5.9%

九州

8.4%

中国・四国

1.3%

その他

0.9%

外 来（延患者）

福岡市

46.4%
福岡県内

（市内を除く）

25.6%

福岡県外

28.0%

東 区

12.7%
博 多 区

4.3%

中 央 区

4.6%

南 区

4.0%
城 南 区

2.7%
早 良 区

8.3%

西 区

9.8%
福岡都市圏

18.0%

福岡都市圏

外

7.6%

九州

22.5%

中国・四国

2.4%

その他

3.1%

入 院（延患者）
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(6) 医療安全等対策 

○ 医療は人の生命，身体に関わるサービスであり，適切な医療の提供が市民の

健康に直結することから，良質かつ安全な医療の提供を行うためには，地域の

医療機関に対し，適切な指導や情報提供を行っていくことが重要です。 

○ 薬局については，患者本意の医薬分業が十分には進んでおらず，また，今後

はかかりつけ薬局として，地域住民の健康づくりを支える役割を担うことも必

要です。 

○ 医療費削減に有効なジェネリック医薬品の普及が十分には進んでいない状

況です。 

 

(7) 医療の国際化 

○ 福岡市の在住外国人数，一時滞在外国人数は，ともに増加傾向にあります。 

 受付から会計まで，外国人に十分に対応できる医療機関は少なく，外国人が

医療機関を受診する際に，言葉による大きな壁があることから，外国人に向け

た医療環境を整える必要があります。 

 

【図表 14】福岡市内在住の外国人数 

 
平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 

人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 

総数 23,651 (100.0) 24,555 (100.0) 24,155 (100.0) 25,963 (100.0) 27,459 (100.0) 

中国 12,176 (51.5) 12,526 (51.0) 11,911 (49.3) 11,840 (45.6) 11,246 (41.0) 

韓国・朝鮮 6,226 (26.3) 6,277 (25.6) 6,242 (25.8) 6,198 (23.9) 6,264 (22.8) 

ネパール 473 (2.0) 624 (2.5) 867 (3.6) 1,712 (6.6) 2,503 (9.1) 

ベトナム 307 (1.3) 426 (1.7) 485 (2.0) 1,335 (5.1) 2,006 (7.3) 

フィリピン 899 (3.8) 955 (3.9) 914 (3.8) 944 (3.6) 1,008 (3.7) 

その他 3,570 (15.1) 3,747 (15.3) 3,736 (15.5) 3,934 (15.2) 4,432 (16.1) 

資料）福岡市統計書 
（注）数値は各年 9 月末現在 

 

【図表 15】博多港，福岡空港からの入国外国人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）法務省「出入国管理統計」 

               

 

（単位：人） 
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【平成 26 年度実施「外国籍市民医療アンケート」】  

●「病院探しで困った経験がある」（57.4％） 

    ●日本の医療に対する不満内容として，「言葉が通じない」（40.8％） 

 

 

○ 平成 26 年（2014 年）3 月に国家戦略特区に選定され，規制改革を利用し

て高度な医療の提供に取り組む環境が整いつつあります。 

 

 

 

 

 

〈施策の方向性〉 

福岡市は，身近なところに多数の医療施設が存在するなど，医療環境に比較的恵ま

れていますが，今後の高齢者人口の増加などに伴う認知症対応や，急性期から回復期

までの幅広い医療需要の増加，外国人に対応できる医療の提供など，さまざまなニー

ズに応じた医療環境の充実が必要となっています。 

限られた医療資源の中で，市民に良質な医療を継続して提供できるよう，以下の施

策を中心に取り組みます。 

  

対象人数（無作為）：1,000 人 

回答人数：410 人 
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施策 2－1 在宅医療・介護連携の推進 

 

○ 高齢者が医療や介護が必要になっても，住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人

生の最期まで続けることができるよう，区保健福祉センターが中核となって，地域

包括支援センターとともに，地域の医療・介護関係者と協力して，在宅医療と介護

が一体的に切れ目なく提供される体制づくりや医療・介護関係者のための相談支援

体制づくり，情報共有システムの開発などに取り組み，高齢者本人や家族の支援に

努めます。 

 

【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

地域包括ケア情報プラットフ

ォームの構築 

在宅医療の提供体制整備や医療・介護関係者連携のための情報分析及び活用

を行う「地域包括ケア情報プラットフォーム」を構築 

在宅医療コーディネーター（仮

称）の設置 

医療・介護関係者から在宅医療に関する相談を受け，支援を行う「在宅医療

コーディネーター（仮称）」の設置を検討 

医療・介護関係者への研修 在宅高齢者を支える専門職が連携するための症例検討会や研修会等 

在宅医療・介護に関する市民啓

発 

市民一人ひとりが健康や将来の生活について考えるための在宅医療や介護

に関する講演会等 

 

  ※地域包括ケア情報プラットフォームついては，高齢者分野の施策５－３を参照 

 

 

施策 2－2 認知症医療提供体制の整備 

 

○ 福岡市医師会や認知症疾患医療センター（九州大学病院・福岡大学病院）を中心

とした，早期診断や適切な治療提供のための医療機関等の連携の充実を図るととも

に，かかりつけ医等の認知症対応力を向上させるための研修の実施や，かかりつけ

医への助言や専門医療機関と地域包括支援センター等との連携の推進役となる認

知症サポート医の養成を進めます。 

○ 認知症が疑われるが受診を拒否する人などの自宅を訪問し，初期の支援を包括

的・集中的に行い，適切な医療・介護サービスに繋げていく体制をつくります。 

 

【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

認知症医療連携システム 認知症の人を早期発見・早期治療につなげるための，医療機関連携システム

を福岡市医師会や認知症疾患医療センターと連携して運用。 

認知症疾患医療センター 認知症に関する専門医療相談や鑑別診断を行うとともに，認知症に関する啓

発等を行う認知症専門医療機関の運営。 

認知症地域医療支援事業 かかりつけ医や病院勤務の医療従事者を対象にした認知症対応力向上研修を

開催。 

 

 ※認知症対策の推進については，高齢者分野の基本目標 3 の各施策を参照 
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施策 2－3 難病対策の推進 

 

○ 難病には様々な症状があり，また，症状に変動があることなど，一般的には理解

されにくい難病の特性について十分理解した上で，在宅難病療養者の社会参加を支

援し，地域で尊厳を持って生活できるよう，難病療養者とその家族の声を十分に把

握しながら支援の充実に努めます。 

○ 平成 30 年度に予定されている福岡県からの移譲事務（特定医療費〔指定難病〕

助成事業，在宅人工呼吸器使用患者支援事業）のスムーズな事務事業の移行を実施

するとともに，保健福祉センターほか関係機関が緊密に連携し，地域の実情に応じ

た体制整備を図り，きめ細かな在宅療養支援を行います。 

 

【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

特定医療費（指定難病）助成 指定難病 306 疾病（平成 27 年 7 月 1 日改正）について，「指定難病の保険診

療に係る医療費の自己負担分の一部が公費負担となる事業」の申請等に関す

る受付事務を各区保健福祉センターで実施（県からの受託事業） 

特定疾患治療研究事業 対象疾患 4 疾患（平成 27 年 1 月 1 日改正）について，「療養費の自己負担分

の一部が公費負担となる事業」の申請等に関する受付事務を各区保健福祉セ

ンターで実施（県からの受託事業） 

小児慢性特定疾病医療費助成

事業 

小児慢性特定疾病 704 疾病（平成 27 年 1 月 1 日改正）に罹患している児童

について，医療費の自己負担分の一部を助成 

難病患者等訪問指導事業 難病患者及び慢性関節リウマチ患者に対し，保健師などが訪問し，療養に必

要な保健指導を実施 

難病患者相談会等 難病患者・家族などを対象に難病に関する講演会や相談会などを各区保健福

祉センターで開催 

難病患者等ホームヘルパー養

成研修事業 

難病患者などの多様化するニーズに対応した適切なホームヘルプサービス

を提供するため，必要な知識，技能を有するホームヘルパーを養成 

 

  ※難病患者支援については，障がい者分野の施策１－10 を参照 
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施策 2－4 急患・災害時医療体制の充実 

 

○ 市立急患診療センター・診療所における患者の増加，特に小児科患者の増加に対

応するため，市民への救急医療に関する広報・啓発の充実に取り組むとともに，安

全・安心な医療を提供するため，関係機関と協議し，休日，夜間等における診療体

制の確保に努めます。 

○ 災害時における医療を確実に提供するため，医師会等との連携強化及び福岡県等

との協力体制の構築を図ります。 

 

【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

市立急患診療所事業 市立急患診療所を設置し，休日等における急病患者に適切な医療を提供 

 

  ※精神科救急医療については，障がい者分野の施策１－８を参照 

 

 

施策 2－5 市立病院等の充実 

 

○ 福岡市立こども病院においては，小児に係る地域医療及び高度専門医療を担う小

児総合医療施設として，小児医療及び周産期医療のさらなる充実を図ります。 

 福岡市民病院においては，高度専門医療を担う地域の中核病院としての機能を維

持するとともに，高度救急医療のさらなる充実を図ります。 

また，新型インフルエンザ等の感染症発生時や災害発生時においては，福岡市に

おける対策の中核的役割を果たします。 

 両病院ともに地域医療支援病院としての役割を踏まえて，地域の医療機関とのさ

らなる連携を図ります。 

○ 離島における島しょ診療所については，関係機関と連携し，担当医師等を安定的

に確保し，島民への適切な医療提供に努めます。 

 

【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

市立病院事業 地方独立行政法人福岡市立病院機構が運営する，福岡市立こども病院及び福

岡市民病院の市立２病院において，市民等に対する安全・安心な医療を提供 

市立島しょ診療所事業 市立島しょ診療所を設置し，島しょの住民にその健康保持に必要な医療を提

供 
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施策 2－6 医療安全等対策の推進 

 

○ 医療に関する患者や家族等からの相談に対し適切に対応するとともに，医療施設

に対して良質で安全な医療の提供に向けた指導や啓発を行います。 

○ 薬局が地域に密着し，市民の健康づくりを支援する役割を果たすことができるよ

う，医薬分業等の啓発に努めます。さらに，ジェネリック医薬品の使用促進につい

て，市民への啓発に努めます。 

 

【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

医療安全相談窓口 各区保健所窓口において，医療に関する市民からの相談や苦情などに対応 

医療監視 病院，診療所などが関連法規を遵守し，適正な管理を行っているかを検査す

るための施設立入調査 

医薬品に関する啓発講習会 かかりつけ薬局の推進やジェネリック医薬品の普及等を目的とした市民向

けの講習会 

 

 

施策 2－7 医療の国際化の推進 

 

○ 福岡県との共同事業により，福岡アジア医療サポートセンターを運営し，外国人

向けに医療に関する問い合わせに対応するとともに，医療機関向けに医療通訳派遣

及び電話通訳を行います。 

○ 国家戦略特区選定を契機として，高度な医療技術を有する外国医師による診療を

活用した事業などを行います。 

 

【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

福岡アジア医療サポートセン

ター 

福岡県と共同して外国人向けに医療に関する案内を行うとともに，医療機関

向けに通訳サービスを提供 

医療の国際化に関する事業補

助 

市内医療機関における，高度な医療技術を有する外国医師による診療を活用

した事業に対する補助 
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〈現状と課題〉 

(1) 感染症対策 

① 一般防疫 

○ 集団感染や入院事例を含む，腸管出血性大腸菌感染症が継続して発生して

います。また近年，風しんやデング熱などの流行が見られており，各種感染

症の予防や発生時のまん延防止について，適切な措置と継続的な情報提供を

行うことが必要です。 

 

【図表 16】福岡市における腸管出血性大腸菌感染症発生状況（福岡市保健福祉局まとめ） 

 

 

 

 

 

 

② 予防接種 

○ 小児の予防接種については，概ね 95%を超える接種率を維持しています

が，学童期に実施する 2 種混合第 2 期，日本脳炎第 2 期の接種率は 60～

70%とやや低い状況です。 

○ 今後，新たなワクチンの定期接種化も検討されており，複雑化する予防接

種制度を適切かつ安全に運用することが重要です。 

 

③ 結核対策 

○ 結核患者数は，減少傾向にあるものの，毎年約 200 名の患者が新たに生

じるなど最大の慢性感染症であり，罹患率の減少傾向は鈍化しています。 

○ 高齢者や外国生まれの結核患者など結核発症リスクの高い特定の集団が 

存在する等，地域の実情に応じた重点的な事業実施が必要です。 

○ DOTS（直接服薬確認療法）の普及によって治療完遂に向けた患者支援を

行い，再発や多剤耐性菌の発生を防止して，結核感染の連鎖を断つことが重

要です。 

 

【図表 17】結核罹患率の年次推移 

 

 

  

 

 

 

 

年度 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 

発生届出数 61 95 115 83 113 85 75 93 148 68 

(うち入院者数) (14) (23) (18) (10) (13) (10) (6) (11) (12) (5) 

うち 

集団発生 

件数 0 3 1 1 2 0 3 2 2 2 

人数 0 22 12 19 22 0 11 21 90 21 

資料）厚生労働省「結核登録者情報調査年報集計」 
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【図表 18】平成 26 年 福岡市 新登録結核患者割合（年代別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 19】新登録結核患者に占める外国生まれの結核患者割合の年次推移 

 
 

 

④ エイズ・性感染症対策 

○ 平成 26 年（2014 年）は感染者・患者数合計が 49 名となり，過去最多

となっています。新規 HIV 感染者は 20～30 歳代（20 歳代は過去最多）， 

新規 AIDS 患者は 20 歳代以上の年代を中心に増加傾向です。 

○ 一方，抗体検査件数は減少傾向にあるなど，市民の関心が低下しているこ

とが懸念されており，啓発の継続・強化が重要です。 

 

【図表 20】福岡市 HIV 感染者/エイズ患者の新規報告数（福岡市保健福祉局まとめ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.6 

7.6 

6.8 

9.0 

5.5 6.5 

14.2 

11.5 

3.3 3.36

3.9 4.1 4.1 5.0 5.2
5.6

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

19 20 21 22 23 24 25 26

％

年

福岡市

全国

0-39歳
18%

40-64歳
19%

65歳
以上

63%

資料）厚生労働省「結核登録者情報調査年報集計」 

（注）平成 26 年 福岡市における新登録結核患者数 218 人 

資料）厚生労働省「結核登録者情報調査年報集計」 

（人） 

（年） 



30 
 

 

⑤ 肝炎対策 

○ 肝炎（ウイルス性肝炎）の持続感染者は，全国でＢ型が 110 万人～140

万人，Ｃ型が 190 万人～230 万人と推定されます。自覚症状がないことが

多いので，適切な時期に治療を受けることなく，肝硬変や肝がんへ移行する

感染者が多く存在するため，早期発見・早期治療の推進が重要です。 

 

【図表 21】福岡市肝炎ウイルス検査受検者 累積数（福岡市保健福祉局まとめ） 

 
 

⑥ 感染症健康危機管理体制 

○ 近年，海外で流行しているエボラ出血熱，MERS 等の新興感染症や，今後，

発生しうる新型インフルエンザ等感染症への備えとして，健康危機管理体制

の充実は，国際化が進む本市にとって重要な課題のひとつです。 

 

【図表 22】福岡市の感染症対策に係る体制図 
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(2) 薬物乱用及び薬物等の依存症対策 

○ 危険ドラッグの使用者が二次的な犯罪や健康被害を起こす事例が多発して

いるなど，深刻な社会問題となっており，福岡県や福岡県警と連携して危険ド

ラッグをはじめとする薬物の乱用防止に取り組む必要があります。 

○ 薬物等の依存症本人や家族に対する十分な支援が行われていないため，相談

体制等の充実が必要です。 

 

(3) 食の安全安心の確保 

○ 食の安全は健康で文化的な生活を営むために不可欠のものですが，未だ充分

に確保できているとは言えません。また，食の安全をめぐる国内外の問題や，

製造工程が複雑になり消費者から見えにくくなったこと等により，食の安心が

揺らいでいることも否めません。市民生活の基礎である食について，安全を確

保し，さらには安心の確保を進めていくことが求められています。 

 

【図表 23】福岡市における食中毒発生状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 環境衛生の推進 

○ 公衆浴場等の営業施設や貯水槽水道施設，社会福祉施設などは，不適切な管

理が行われると健康危害の発生原因となるため，衛生水準の維持・向上が重要

となっています。 

○ 火葬需要の増加見込みに合わせた適切な時期に火葬炉の増設が必要です。 
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(5) 動物の愛護・適正飼育の推進 

○ 飼い主の高齢化などの理由で犬猫の飼育継続が困難となる場合や安易な飼

育放棄などの問題があるため，飼い主に対する適切な助言や指導が必要です。 

 

【図表 24－1】福岡市に収容された犬の措置状況   【図表 24－2】福岡市に収容された猫の措置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 狂犬病予防注射の実施率が低下していることから，飼い主に対して狂犬病の

恐ろしさや注射の大切さを啓発し，理解を得ることが課題です。 

 

【図表 25】福岡市における犬の狂犬病予防注射実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈施策の方向性〉 

新型インフルエンザなど感染症の脅威や危険ドラッグの乱用，あるいは食の安全を

はじめとする様々な問題から市民を守り，健康で安全な暮らしを確保していくため，

以下の施策を中心に取り組みます。 
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施策 3－1 感染症対策の推進 

 

○ 感染症発生動向調査などの情報管理の充実，市民一人ひとりの知識や意識の向上

を目指した普及啓発，防疫体制の強化等を図るとともに，感染症が発生した場合に

は，適切な防疫活動により感染の拡大及びまん延を防止します。 

 

① 一般防疫の推進 

感染症発生の予防，及びそのまん延を防止するため，患者・接触者等の健康調

査，感染拡大防止の指導等を適切に行います。 

また，福岡県ほか関係機関と連携し，感染症情報の収集・分析を行い，早期の

防疫体制の確立を図ります。 

 

② 予防接種の推進 

感染症の罹患や重症化及びまん延を予防するために，医療機関と連携し，安全

で有効な予防接種事業の実施に努めます。 

また，対象者（小児，高齢者）に応じて，予防接種に関する正しい知識の普及・

啓発を推進し，広報活動の効果を検証・評価の上，改善を図りながら，適正な実

施の確保に努めます。 

 

③ 結核対策の推進 

患者の発生動向を正確・迅速に把握しながら，積極的疫学調査に基づき，感染

源・感染経路の究明を的確に行い，確実な接触者健診を実施します。 

全ての患者に対し DOTS（直接服薬確認療法）を実施し，治療完遂に向けた患

者支援を行います。 

また，外国人ほかハイリスクグループ等に対して，定期の健康診断の実施促進

に努めます。 

さらに地域の関係機関等へ適切に情報提供及び研修を行うなど人材育成に努

めながら，広く一般への正しい知識の普及・啓発を図ります。 

 

④ エイズ・性感染症対策の推進 

ＨＩＶ・性感染症の感染者・患者の早期発見・早期治療のため，検査事業・相

談事業を推進します。 

また関係機関と連携し，ＭＳＭ（男性間で性行為を行う者）などの個別施策層

や若年層を中心とした幅広い世代への正しい知識の普及・啓発を推進し，感染予

防及び感染者・患者への差別防止を図ります。 

 

⑤ 肝炎対策の推進 

ウイルス性肝炎の早期発見・早期治療のため，医療機関と連携し，検査事業の

促進に努めます。 

また，患者が安心して適正な治療を受けられるよう，医療費助成制度に関する

十分な情報提供と相談受付・フォローアップ体制の整備を図ります。 
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⑥ 感染症健康危機管理体制の充実 

新型インフルエンザ等感染症や新興感染症の流行に備え，個人防護具等の医療

資材の整備を行うとともに，検疫所や指定医療機関など関係機関と連携し，平素

からの情報交換，連携体制の確認，訓練を実施します。 

新型インフルエンザ等感染症の発生時には，「福岡市新型インフルエンザ等対

策行動計画」に基づき，関係機関と連携の上，全庁的な危機管理体制により迅速

に対応し，感染拡大を可能な限り抑制し，市民の生命及び健康を守るとともに，

市民生活及び市民経済に及ぼす影響が最小となるよう努めます。 

 

【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

感染症 一般防疫 感染症発生動向調査による情報収集及び発生時におけるまん延防止などの

防疫活動 

各種感染症検査事業 患者の早期発見・早期治療を目的とした各種検査事業（エイズ・性感染症，

肝炎ウイルス，風しん） 

予防接種事業 感染症のまん延防止等のための，予防接種法に基づく各種予防接種 

 

 

施策 3－2 薬物乱用及び薬物等の依存症対策の推進 

 

○ 薬物に対する正しい知識の普及啓発を行うなど，市民が危険ドラッグ等の害悪に

巻き込まれることがないよう薬物乱用防止対策を推進します。 

○ また，薬物等の依存症に関する相談事業や依存症本人・家族へのプログラムに沿

った教室等を開催し，本人や家族に向けた支援に努めます。 

 

【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

薬物乱用防止対策 関係機関と連携したキャンペーンの実施や啓発資材の配布など，薬物乱用防

止啓発事業 

精神保健福祉専門相談 アルコールを含む依存症やひきこもり，発達障がい及び性同一性障がいに関

する電話相談と専門医師の面接相談による支援 

薬物依存問題を抱える家族の

ための教室 

薬物依存症や本人への関わり方について，家族が学ぶ教室 

薬物依存症者回復支援プログ

ラム 

薬物使用をやめたい方，やめ続けたい方への回復支援プログラム 

 

  ※依存症対策については，障がい者分野の施策１－８を参照 
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施策 3－3 食の安全安心の確保 

 

○ 食の安全安心を確保するためには，食品関連事業者及び行政がそれぞれの責務を

果たすとともに，消費者にもその役割を果たしていただくことが必要です。福岡市

は，自らの責務を果たすために今後とも以下の施策に取り組みます。 

 

① 食の安全確保 

食品関連事業者に対する監視指導や食品の抜き取り検査を効果的・効率的に実

施するとともに，食品関連事業者による自主的な衛生管理を推進するため，個々

の食品関連事業者に応じた適切な支援を行います。 

 

② 食の安心確保 

消費者が食の安心を感じるためには，食の安全が確保された上で，消費者が正

しい情報を入手し，その情報に基づき食を取捨選択できることが大切であると考

えています。食に関する情報が氾濫する中，正確な情報を提供し続けるとともに，

リスクコミュニケーション等を通して消費者の情報を読み解く力を高めていく

よう支援に努めます。 

 

【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

飲食店等の監視指導 飲食店等の施設基準，管理運営基準等の遵守状況の確認及び指導 

食品の抜き取り検査 工場，販売店等から抜き取った食品等の規格基準等の確認 

リスクコミュニケーション 食品に由来する健康被害の発生頻度や重篤度，許容範囲等について，消費者，

事業者等と行う双方向的な対話 

 

 

施策 3－4 環境衛生の推進 

 

○ 公衆浴場等の営業施設や貯水槽設置者に対する監視指導を実施するとともに，社 

会福祉施設に対して衛生上の助言や啓発を行います。 

○ 火葬需要の推移を見ながら，適切な時期に火葬炉の整備を検討します。 

 

【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

施設の監視 環境衛生関係施設に対する営業の許可，立入検査等 

社会福祉施設の支援 社会福祉施設の環境衛生を確保するための助言や情報提供 

飲用水の衛生対策 専用水道や簡易専用水道に対する立入検査等 
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施策 3－5 動物の愛護・適正飼育の推進 

 

○ 犬猫殺処分頭数ゼロに向けて，終生飼育及び不妊去勢手術等の啓発を飼い主に対

して行うとともに，高齢者等が飼育困難となる前の早期発見に努めます。  

また，犬の登録や狂犬病予防注射に関する啓発を推進します。 

 

【現在の主な事業】 

事業名 事業概要 

動物愛護適正飼育啓発事業 適正飼育の普及のため，犬猫の飼い主等への啓発及び動物取扱業者等への監

視指導，動物愛護管理センター収容される犬猫の譲渡 

動物管理事業 犬の登録，狂犬病予防注射の実施を推進し，狂犬病の発生及びまん延を予防 
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第３章 成果指標 

 本計画に定める「基本目標」に基づいた取組みを進めるために，次の項目を成果指

標とします。 

 

〈成果指標〉 

指標項目 現状値 目標値 
備考 

（対応する目標，出典） 

健康づくりに取り組んでいる人の割

合（２０歳以上） 

56.1％ 

（平成 26 年度） 

75.0％ 

（平成 32 年度） 

【基本目標１】 

福岡市基本計画の

成果指標に関する

意識調査 

初めて要介護２以上の認定

を受けた年齢の平均 

男性 
80.4 歳 

（平成 26 年度） 

現状を上回る 

（平成 32 年度） 【基本目標１】 

保健福祉局調べ 
女性 

83.5 歳 

（平成 26 年度） 

現状を上回る 

（平成 32 年度） 

特定健診受診率 

 

22.2％ 

（平成 26 年度） 

 

40.0％ 

（平成 32 年度） 

【基本目標１】 

 

 

 

 

女性のがん検診受診率 

 

 

子 宮 

頸がん 

検 診 

 

 

34.3% 

（平成 26 年度） 

 

 

50.0% 

（平成 32 年度） 

【基本目標１】 

乳がん 

検 診 

19.1% 

（平成 26 年度） 

50.0% 

（平成 32 年度） 

最期まで自宅で暮らせる高齢者の割

合 

10.0% 

（平成 26 年度） 

11.7% 

（平成 32 年度） 

【基本目標２】 

福岡市保健統計 

年報 

年末年始の急患診療センター小児科

の待ち時間（小児科受付から呼出しまで） 

27 分 

（平成 26 年度） 

短 縮 

（平成 32 年度） 

【基本目標２】 

保健福祉局調べ 

各種感染症の集団発生件数 

※季節性インフルエンザを除く 

21 件 

（一～三類感染症：3 件） 

（平成 26 年度） 

減 少 

（平成 32 年度） 

【基本目標３】 

福岡市感染症発生

動向調査 

食に対して安心だと感じる市民の割

合（２０歳以上） 

47.7％ 

（平成 21 年度～ 

平成 23 年度平均） 

55.0％ 

（平成 34 年度） 

【基本目標３】 

市政アンケート調

査 

 

福岡市国民健康

保険特定健診結

果 

国民健康保険以外のデータも追加できないか検討中 

市以外の機関で実施された検診の受診者数も含むデータで検討中 

福岡市実施の 

がん検診受診率 


